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1調査概要

調査目的：東京商工会議所中小企業委員会は、会員企業の経営実態に即した支援策の
実現を目指し、例年、｢中小企業施策に関する要望｣を国、東京都をはじ
め、関係各方面に提出している。本調査は、中小企業が抱える経営課題等
を広く聴取し、要望事項の取りまとめに供するため23区内中小企業・小規
模企業を対象に行ったもの。

調査期間：2021年9月15日～10月6日

調査方法：郵送・メールによる調査票送付／FAX・メール・WEBによる回答

調査対象：23区内中小企業・小規模企業 8,000社（※2020年度9,000社）

回 答 数：1,524社（回答率19.1%） ―うち小規模企業者708社（46.5%）

※2020年度実績1,800社（20.0％）―うち小規模企業者776社（43.1%）

※中小企業・小規模企業・中規模企業の定義：

• 中小企業とは、中小企業基本法第2条第1項の規定に基づく「中小企業者」をいう。

• 小規模企業とは、同条第5項の規定に基づく、小規模企業振興基本法（第2条第1項）に定義さ
れた、おおむね常時使用する従業員の数が20人以下（商業サービス業は5人以下）の事業者。

• 中規模企業とは、「小規模企業者」以外の「中小企業者」をいう。

※本調査において構成比は小数点以下第2位を四捨五入しており、合計値は必ずしも100.0とはな
らない。 ※括弧（）内の数値は、前回調査結果。

※グラフは無回答を除く割合を算出している（図８を除く）。
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製造業
21.2%

建設業
14.4%

卸売業
19.5%

小売業
8.1%

不動産業
5.7%

運輸業
5.0%

情報通信業
5.4%

飲食・宿泊業
3.1%

その他サービス業
17.5%

2020年 2021年
印刷・出版業 ⇒ 製造業

飲食業 ⇒ 飲食・宿泊業

ソフトウェア・ ⇒ 情報通信業
情報処理業

法人向けサービス業⇒ その他
個人向けサービス業 サービス業

その他 ⇒ 削除

2

回答企業の属性

業種、業歴

回答数 割合

製造業 321 21.2%

建設業 218 14.4%

卸売業 295 19.5%

小売業 123 8.1%

不動産業 86 5.7%

運輸業 75 5.0%

情報通信業 81 5.4%

飲食・宿泊業 47 3.1%

その他サービス業 265 17.5%

n=1,511

【業種】

【業歴】

※2021年と2020年では一部の
業種分類を以下の通り変更して
おります。

(21.6%)

※（）は2020年度

（n=1,800）

（n=1,784）

(13.8%)

(17.9%)

(4.7%)

(7.6%)

(16.7%)

(7.2%)

(3.3%)

(7.0%)

回答数 割合

0～5年 49 3.2%

6～10年 104 6.9%

11～20年 209 13.8%

21～30年 160 10.6%

31～40年 154 10.2%

41～50年 191 12.6%

51～100年 564 37.4%

100年超 79 5.2%

n=1,510

(5.4%)

0～5年
3.2%

6～10年
6.9%

11～20年
13.8%

21～30年
10.6%

31～40年
10.2%41～50年

12.6%

51～100年
37.4%

100年超
5.2%

(3.8%) (8.4%)

(11.6%)

(8.2%)

(9.7%)

(12.8%)

(40.1%)
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3

回答企業の属性

資本金、従業員数
個人事業主

0.9%

500万円以下
16.7%

500万円超～1
千万円以下

33.4%
1千万円超～3千万円以下

27.8%

3千万円超～5千万円以下
11.0%

5千万円超～1億円以下
9.5%

1億円超～3億円以下
0.6%

3億円超
0.0%

回答数 割合

個人事業主 14 0.9%

500万円以下 254 16.7%

500万円超～1千万円以下 507 33.4%

1千万円超～3千万円以下 422 27.8%

3千万円超～5千万円以下 167 11.0%

5千万円超～1億円以下 144 9.5%

1億円超～3億円以下 9 0.6%

3億円超 0 0.0%

n=1,517

回答数 割合

0～5人 487 32.1%

6～20人 497 32.8%

21～50人 310 20.5%

51～100人 148 9.8%

101～300人 67 4.4%

301人～ 6 0.4%

n=1,515

【資本金】

【従業員数】

※（）は2020年度

0～5人
32.1%

6～20人
32.8%

21～50人
20.5%

51～100人
9.8%

101～300人
4.4%

301人～
0.4%
(3.6%)

(10.4%) (15.2%)

(28.3%)(30.0%)

(13.9%)

(0.7%)
(0.1%)

(27.0%)

(31.3%)

(18.7%)

(9.9%)

(9.5%)

（n=1,800）

（n=1,800）

(1.4%)
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4

回答企業の属性

売上高、経営者の年齢

回答数 割合

1千万円未満 42 2.8%

1千万円～3千万円未満 119 7.9%

3千万円～5千万円未満 106 7.0%

5千万円～1億円未満 204 13.5%

1億円～5億円未満 555 36.8%

5億円～10億円未満 200 13.2%

10億円～50億円未満 243 16.1%

50億円～100億円未満 27 1.8%

100億円以上 14 0.9%

n=1,510

回答数 割合

20歳代 0 0.0%

30歳代 37 2.4%

40歳代 258 17.1%

50歳代 490 32.4%

60歳代 394 26.1%

70歳代 287 19.0%

80歳代以上 46 3.0%

n=1,512

【売上高（年間）】

【経営者の年齢】

1千万円未満
2.8%

1千万円～ 3千万円未満
7.9%

3千万円～ 5千万円未満
7.0%

5千万円～1億円未満
13.5%

1億円～5億円未満
36.8%

5億円～ 10億円未満
13.2%

10億円～ 50億円未満
16.1%

50億円～ 100億円未満
1.8%

100億円以上
0.9%

※（）は2020年度

(1.5%)

(5.9%)

(5.0%)

(11.5%)

(34.4%)

(14.9%)

(20.1%)

(3.2%)

(3.6%)

20歳代
0.0%

30歳代
2.4%

40歳代
17.1%

50歳代
32.4%

60歳代
26.1%

70歳代
19.0%

80歳代以上
3.0%

(4.1%)

(0.0%)

(24.4%)

(32.7%)
(23.0%)

(12.8%)

(2.9%)

（n=1,793）

（n=1,797）
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5

回答企業の属性

海外との取引状況

回答数 割合

輸出を行っている 223 15.0%

輸入を行っている 280 18.8%

海外向けインターネット販売
（越境EC）を行っている

30 2.0%

海外企業と生産や販売に係る
業務委託契約を行っている

94 6.3%

海外に自社の生産・営業拠点が
ある

58 3.9%

海外との取引は行っていない 1,054 70.9%

n=1,486

【海外との取引状況】（※複数回答可） 15.0%

18.8%

2.0%

6.3%

3.9%

70.9%

輸出を行っている

輸入を行っている

海外向けインターネット販売

（越境ＥＣ）を行っている

海外企業と生産や販売に係わ

る業務委託契約を行っている

海外に自社の生産・営業拠点

がある

海外との取引は行っていない

海外との取引を
行っている
29.1%

(16.2%)

(70.7%)

(5.4%)

(6.8%)

(2.5%)

(20.0%)

(29.3%)

※（）は2020年度

（n=1,777）
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6

１．新型コロナウイルスによる影響（７～13ページ）

 売上・収益は全体として回復基調にあるものの、コロナ以前の水準には
戻っていない。

 事業継続やコロナ対応にあたって、多くの企業が支援施策を活用してい
る。

２．資金繰り（14～16ページ）

 ７割の企業がコロナ関連融資を利用している。
 「経営者保証に関するガイドライン」の認知度は年々向上している。

３．ウィズコロナに向けた取り組み（17～23ページ）

 ６割の企業がコロナ禍において新しい取り組みを行っている。
 ＩＴを活用している割合はコロナ前と比較して増加しているが、さらなる
推進にあたっての課題も存在する。

４．その他（大企業との取引）（24～25ページ）

 新型コロナウイルスによる業況悪化のしわ寄せのほか、支払い条件や価格
交渉等、大企業との取引における課題について、都内中小企業から多くの
声が寄せられている。

調査のポイント
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図１：①昨年、2020年1-9月（コロナ感染拡大直後／上）、 ②一昨年、2019年1-9月（コロナ以前／下）と比較
した2021年1-9月（現在）の売上高

16.9

18.1

55.5

58.5

27.6

23.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

②一昨年

と比較

①昨年

と比較

上昇 不変 下落

7
１．新型コロナウイルスによる影響

（１）売上（全体）

 本年１月～９月の売上高を、コロナ感染拡大直後の昨年１月～９月の売上高、ならびにコロナ
感染拡大以前の一昨年１月～９月の売上高と比較すると、昨年に比べて回復基調にある①が、
感染拡大前の水準には至っていない②。

 売上高を販売・受注「量」と「単価」に分解すると、売上減少の主要因は販売・受注量の減少
③にある一方で、販売・受注単価の上昇幅の変化は少ない④。

2.3 

4.6 

4.4 

6.2 

13.7 

20.4 

22.2 

27.7 

28.4 

23.4 

18.1 

12.1 

10.8 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

②一昨年

2019年1月

～9月と比較

(コロナ以前)

①昨年

2020年1月

～9月と比較

(コロナ感染

拡大直後)

概ね50%以上増加 概ね30%以上増加 概ね10%以上増加

不変 概ね10%以上減少 概ね30%以上減少

概ね50%以上減少

売上増加 売上減少

18.7

26.3

25.6

32.0

55.7

41.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

②一昨年

と比較

①昨年

と比較

増加 不変 減少

販売・受注量

販売・受注単価

単位：％

単位：％

単位：％

31.2%

20.5% 57.2%

41.1%

(40.6) (27.2) （32.1)

※（）内は2019年度調査における「1年前と比べた売上の状況について」
売上高n=1,501 販売・受注量n=1,489 販売・受注単価n=1,484

②

売上増加 売上減少

③

④

(36.5) (31.3) (32.2)

(26.2) (54.3) (19.5)

n=1,493 

n=1,506 

n=1,489 

n=1,502 

n=1,486 

n=1,495 

(40.6%) （32.1％)

①
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8
１．新型コロナウイルスによる影響

（１）売上（業種別）

 業種別では、情報通信業で売上が増加した事業者が最も多く①、飲食・宿泊業は一昨年に比
べ売上が50%以上減少した事業者が約７割を占めるなど、最も大きな影響を受けている②。

 同業種の中でも売上が増減した事業者が存在し、Ｋ字回復の様相が見て取れる。

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

概ね10%以上増加 概ね30%以上増加 概ね50%以上増加

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

概ね10%以上減少 概ね30%以上減少 概ね50%以上減少

図２－１：昨年、2020年1-9月（コロナ感染拡大直後）
と比較した2021年1-9月（現在）の売上高

製造業 建設業 卸売業 小売業不動産業 運輸業
情報
通信業

飲食・
宿泊業

その他
サービ
ス業

14.8%
17.7%

23.3% 22.8%
15.1%

20.8%

39.5%

10.6%

23.1%

60.6%

52.6%

60.1%
64.2%

40.7%

56.9%

42.0%

78.7%

57.6%

図２－２：一昨年、2019年1-9月（コロナ以前）と
比較した2021年1-9月（現在）の売上高

売上増加

売上減少

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

概ね10%以上増加 概ね30%以上増加 概ね50%以上増加

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

概ね10%以上減少 概ね30%以上減少 概ね50%以上減少

製造業 建設業 卸売業 小売業不動産業 運輸業
情報
通信業

飲食・
宿泊業

その他
サービ
ス業

36.8%

27.4%

35.5%

27.0%

17.6%

35.1%
40.0%

10.6%

27.9%

33.3%

47.6%

40.8%

47.5%

31.8%
36.5%

32.5%

76.6%

43.8%

①①

②

n=315 n=212 n=287 n=122 n=85 n=74 n=80 n=47 n=258 n=317 n=215 n=288 n=123 n=86 n=72 n=81 n=47 n=264
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9
１．新型コロナウイルスによる影響

（１）売上（従業員数規模別）

 従業員数規模別にみると、2020年比で現在の売上が減少した企業の割合は中規模企業で35.6%
である①一方、小規模企業では47.5%②と、小規模な企業ほど売上の回復が遅れている。

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

概ね10%以上増加 概ね30%以上増加 概ね50%以上増加

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

概ね10%以上増加 概ね30%以上増加 概ね50%以上増加

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

小規模企業 中規模企業

概ね10%以上減少 概ね30%以上減少 概ね50%以上減少

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

小規模企業 中規模企業

概ね10%以上減少 概ね30%以上減少 概ね50%以上減少

図３－２：一昨年、2019年1-9月（コロナ以前）と
比較した2021年1-9月（現在）の売上高

27.1%
34.7%

17.2%
23.3%

売上増加

売上減少

47.5%

35.6%

61.2%
53.8%

①

②

n=690 n=803 n=696 n=810

図３－１：昨年、2020年1-9月（コロナ感染拡大直後）
と比較した2021年1-9月（現在）の売上高
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10
１．新型コロナウイルスによる影響

（１）売上（ＩＴ活用度合別）

 ＩＴを活用している企業は、ＩＴを活用していない企業に比べて、コロナ感染拡大直後の昨年
より売上が増加している企業の割合が高く①、売上が減少している企業の割合も低い②。

売上増加

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

概ね10%以上増加 概ね30%以上増加 概ね50%以上増加

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0 概ね10%以上減少 概ね30%以上減少 概ね50%以上減少

n=198 n=142 n=251 n=332 n=503 n=51

そもそも活用す
る必要がない

活用したい
が、できない

紙や口頭での
やりとりをＩ
Ｔに置き換え
ている

ＩＴを活用して
社内業務を効率
化している

ＩＴを差別化や
競争力強化に積
極的に活用して
いる

今後活用する
つもりである

38.6 %
43.1 %

48.0 % 47.6 %
50.7 %

42.2 %

32.2 %
29.4 %

①

売上減少

②

29.8 %
28.3 %

25.4 %

19.2 %

（低） ＩＴ活用の度合い （高）

図４：昨年2020年1-9月（コロナ感染拡大直後）と比較した2021年1-9月（現在）の売上高
＜ＩＴ活用度合別＞
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57.6%

45.9%

40.9%

21.2%

22.5%

32.2%

21.2%

31.6%

26.9%

① 前々期

② 前期

（直近決算期）

③今期の見通し

図５：収益の推移

黒字 収支トントン 赤字

11
１．新型コロナウイルスによる影響

（２）収益（全体・従業員数規模別）

 前期（直近決算期）と比較すると今期見通しが赤字の割合は4.7ポイント減少したが、「不
変」の増加によるもので、黒字の割合は減少①している。

 また、今期の見通しが黒字の割合は、中規模企業で50.9%②である一方、小規模企業では29.3%
③にとどまっている。

49.1%

35.3%

29.3%

25.1%

27.0%

36.5%

25.7%

37.7%

34.2%

① 前々期

② 前期（直近決算期）

③ 今期の見通し

図６－２：【小規模】収益の推移

n=692
(n=766)

n=697
(n=726)

n=696

(45.6%) (23.0%) (31.5%)

(19.6%) (32.5%) (34.5%)

64.9%

55.1%

50.9%

17.8%

18.7%

28.5%

17.3%

26.2%

20.6%

① 前々期

② 前期（直近決算期）

③ 今期の見通し

図６－１：【中規模】収益の推移

n=809
(n=1,014)

n=804
(n=970)

n=804

(62.3%) (19.4%) (18.2%)

(33.4%) (32.1%) (34.5%)
n=1,501

（n=1,780）

n=1,501
（n=1,696）

n=1,500

(27.5%) (32.3%) (40.3%)

(55.1%) (21.0%) (23.9%)

※経常利益に関する回答であり、協力金等の特別利益は含まれていない
※（）内は2020年度調査における「直近決算期（前期）」/「今期の見通し」

赤字
▲4.7

黒字
▲5.0

不変
＋9.7

①

②

③
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12
１．新型コロナウイルスによる影響

（２）収益（業種別）

 売上が大幅に減少した事業者が多数を占める飲食・宿泊業の業況が最も悪化している①。一方
で、売上が減少したものの不動産業は黒字の割合を維持している②。比較的、売上が増加した
事業者の割合が高い情報通信業においても、黒字の割合は横ばいとなっている③。

図７－１：前々期 図７－２：前期（直近決算期） 図７－３：今期の見通し

①

n=317

n=214

n=289

n=121

n=85

n=74

n=81

n=47

n=260

58.0

65.4

56.1

47.1

63.5

66.2

63.0

40.4

54.6

22.4

20.6

20.1

25.6

21.2

16.2

18.5

34.0

19.2

19.6

14.0

23.9

27.3

15.3

17.6

18.5

25.5

26.2

製造業

建設業

卸売業

小売業

不動産業

運輸業

情報通信業

飲食・宿泊業

その他サービ

ス業

黒字 収支トントン 赤字

% % %

% %
%

% % %

% % %

% % %

%
%

%

% % %

% % %

% % %

n=319

n=215

n=289

n=120

n=85

n=72

n=81

n=47

n=261
n=260

47.0

53.0

49.8

29.2

62.4

45.8

59.3

0.0

41.0

21.9

24.7

20.1

35.0

27.1

20.8

14.8

21.3

20.3

31.0

22.3

30.1

35.8

10.6

33.3

25.9

78.7

38.7

% % %

% %%

% % %

% % %

% % %

% % %

% % %

% %

% % %

%

44.7

43.5

48.4

27.5

60.0

30.6

54.3

2.1

31.2

31.4

37.0

26.3

33.3

25.9

33.3

32.1

25.5

38.1

23.9

19.4

25.3

39.2

14.1

36.1

13.6

72.3

30.8

% % %

% % %

% % %

% % %

% % %

% % %

% % %

%
% %

% % %

n=318

n=216

n=81

n=120

n=85

n=72

n=289

n=47

n=260

②

③
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27.0%

8.1%
6.5% 6.0% 5.4% 4.7% 3.7% 1.6% 1.6% 1.4% 0.9% 0.8% 0.8% 0.2%
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入
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り
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金

躍
進
的
な
事
業
推
進
の
た
め
の

設
備
投
資
支
援
事
業
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路
拡
大
助
成
事
業
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路
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成
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業
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業
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・
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ぎ
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助
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業
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援
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金
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務
改
善
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明
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に
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ャ
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中
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業
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ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

対
策
促
進
助
成
金

そ
の
他

13
１．新型コロナウイルスによる影響

（３）施策の活用状況

 本年３月以降、47.4％の企業が何らかの補助金・助成金を利用しており、27.0%が雇用調整助
成金を利用①している。

 令和２年度補正予算で措置された事業再構築補助金も6.5%②の企業が利用している。

n=1,524（※複数回答可）

②

①

企業規模別の補助金・助成金利用状況（上位３項目）

雇用調整
助成金

テレワーク促進
助成金、人材確
保等支援助成金
（テレワークコース）

事業再構築
補助金

小規模企業
n=708

20.9% 7.3% 5.4%

中規模企業
n=816

32.2% 8.8% 7.5%

図８：今年（2021年3月以降）に利用した（予定含む）補助金・助成金
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14
２．資金繰り

（１）借入の状況

◆７割の企業が新型コロナウイルス関連融資※を利用している。

※新型コロナウイルス関連融資：無利子・無担保の民間金融機関による融資や、
マル経融資別枠、政府系金融機関による融資など

※（）は2020年度

(4.3%)

(21.7%)

(12.1%) 従来より金融機

関から借入があ

り、コロナ関連

融資も利用した

65.0%
いままで金融機関か
ら借入はなかった
が、新規にコロナ関
連融資を利用 した

7.8%

従来より金融機関から借入があるが、

コロナ関連融資は利用していない

15.9%

いままで金融機関からの借入は

なく、今回もしていない

11.2%

図９：新型コロナウイルス関連融資の利用状況

コロナ関連融資
を利用した割合

72.8%（66.2%)

(61.9%)

n=1,513
(n=1,796)
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15
２．資金繰り

（２）「新型コロナウイルス特例リスケジュール」の認知度

 2020年４月より、中小企業再生支援協議会（下記参照）の支援により、事業改善の可能性の検
討を待たず、金融機関に対する最長１年間の返済猶予要請や、資金繰り計画策定支援を行う
「新型コロナウイルス特例リスケジュール」が措置されているが、認知度は高くない。

【参考】中小企業再生支援協議会
中小企業の事業再生に向けて、外部専門家を活用した再生計画の策定支援や金融機関調整、経営者の個人保証
債務の整理を支援する国の機関 ※（東京商工会議所ＨＰ）：https://www.tokyo-cci.or.jp/regene/

名称・内容ともに知っ

ており利用したことが

ある

6.2%

名称・内容ともに

知っているが利用

したことはない

12.8%

名称のみ知っている

14.3%

知らない

66.8%

n=1,409

図10
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16
２．資金繰り

（３）経営者保証に関するガイドライン

 「経営者保証に関するガイドライン」の認知度は、「名称・内容ともに知っている」が昨年度
から6.1ポイント増の31.5%と、向上し続けている①。

 民間金融機関からの説明状況についても、「説明があり保証をはずした（はずす予定）」が
8.4%と微増②している。

【参考】経営者保証に関するガイドライン
経営者保証を提供せず融資を受ける際や、保証債務の整理の際の、「中小企業・経営者・金融機関共通の自主的なルール」とし
て策定・公表されたガイドライン
・融資を受ける際に法人と個人が明確に分離されているなどの要件を満たせば経営者の個人保証を求めないこと
・事業再生や債務整理の局面において、金融機関の経済合理性など要件を満たした場合、経営者に一定の資産を残して保証債務
の免除を認めること

21.7%

36.5%

41.8%

25.4%

36.0%

38.6%

名称・内容ともに
知っている

31.5%

名称のみ
知っている

32.5%

知らない
36.0%

図11：「経営者保証に関するガイドライン」

の認知度

2021年

2020年

2019年

2021年 n=1,497
2020年 n=1,791
2019年 n=1,489

6.2%

16.9%

44.3%

14.5%

18.2%

7.5%

22.6%

40.4%

12.3%

17.2%

説明があり保証をはずした
(はずす予定)

8.4%

説明があった
20.1%

説明がなかった
45.9%

パンフレット等で周
知されたが、説明さ
れた記憶はない

11.8%

民間金融機関からの借入金が
ないので関係ない

13.8%

図12：経営者保証ガイドラインに関する

民間金融機関からの説明状況

①

②

2021年 n=1,483
2020年 n=1,719
2019年 n=1,446
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17
３．ウィズコロナに向けた新たな取り組み

（１）新たな取り組みの実施状況

 昨年３月以降、コロナ禍において60.6％の企業が新たな取り組みを実施。
 具体的には「人材の採用・開発・教育の強化」が最多の27.8％①、続いて「デジタル化・ＩＴ

ツールの活用」②にも多くの企業が取り組んでいる。
 新たな取り組みを行っている企業のうち、新分野展開や業態転換など「事業再構築」に取り

組む企業は28.5%にのぼっている。

n=1,485（※複数回答可）

③

事業再構築に
取り組む企業

28.5%

27.8%

18.5% 16.3%

8.4% 6.2% 5.3% 5.1% 3.8% 2.4% 1.5% 0.9% 0.5% 6.8%

人
材
の
採
用
・
開
発
・
教
育
の

強
化

Ｅ
Ｃ
や
Ｄ
Ｘ
な
ど
、
デ
ジ
タ
ル

化
、
Ｉ
Ｔ
ツ
ー
ル
の
活
用

新
分
野
展
開

業
態
転
換

Ｍ
＆
Ａ
や
合
併
、
会
社
分
割
等

に
よ
る
事
業
再
編

他
社
や
大
学
・
研
究
機
関
等
と

の
連
携

海
外
へ
の
販
路
拡
大
（
越
境
Ｅ

Ｃ
含
む
）
、
拠
点
設
立

省
エ
ネ
や
脱
炭
素
経
営
な
ど
環

境
へ
の
投
資

事
業
転
換

業
種
転
換

地
域
・
医
療
機
関
へ
の
支
援

海
外
に
お
け
る
生
産
・
販
売
拠

点
の
国
内
回
帰

そ
の
他

図13：昨年2020年３月以降に新たに開始・実施した（予定・検討含む）取り組み

①

②
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紙や口頭でのや
りとりをＩＴに
置き換えている

37.3%
ＩＴを活用して社内業務を

効率化している
57.0%

ＩＴを差別化や競争力強化に
積極的に活用している

5.7%

図15：活用している企業の内訳

55.7%

19.3%

11.1%

13.9%

47.0%

24.4%

12.2%

16.4%

活用して

いる

59.4%

今後活用するつも

りである, 17.3%

活用したいが、で

きない, 9.7%

そもそも活用する

必要がない, 13.6%

図14：ＩＴツールの活用状況
（2019年～2021年）

2021年 n=1,501
2020年 n=1,794
2019年 n=1,488

18
３．ウィズコロナに向けた新たな取り組み

（２）ＩＴ活用状況①

 ＩＴツールの活用状況は、「活用している」は59.4％と前年比12.4ポイント増①。コロナ前の
2019年と比べても3.7ポイント増加している①。

 ＩＴツールを「活用している」企業の具体的な内容としては、「社内業務を効率化」と回答し
た割合が最も高く②、「差別化や競争力強化に活用している」割合は5.7%③にとどまってい
る。

①

n=892

2021年

2020年

2019年

②

③
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19
３．ウィズコロナに向けた新たな取り組み

（２）ＩＴ活用状況②

 ＩＴツールの活用レベルが高い企業ほど、昨年３月以降に新しい取り組みを行っている①。
 ＩＴツールの活用レベルが最も高い企業では、約７割が来年設備投資を行う予定②である。

2021年

2020年

2019年

（
高
）

Ｉ
Ｔ
活
用
の
レ
ベ
ル

（
低
）

1.5%

5.6%

7.8%

11.9%

18.2%

35.3%

3.5%

7.6%

9.4%

10.9%

14.4%

19.6%

15.8%

18.1%

28.6%

21.6%

26.2%

15.7%

79.2%

68.8%

54.1%

55.6%

41.2%

29.4%

図17：ＩＴの活用状況×来年（2022

年1月～12月）の設備投資予定

新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行う予定

新規設備投資を行う予定

既存設備の改修・定期更新を行う予定

設備投資は行わない予定

n=144

n=255

n=329

n=500

n=51
設備投資を行う予定 70.6% ②

n=51

n=501

n=324

n=256

n=139

n=196 n=202

84.3%

71.1%

65.4%

60.9%

54.7%

23.0%

15.7%

28.9%

34.6%

39.1%

45.3%

77.0%

ＩＴを差別化や競争力強化に積極的

に活用している

ＩＴを活用して社内業務を効率化し

ている

紙や口頭でのやりとりをＩＴに置き

換えている

今後活用するつもりである

活用したいが、できない

そもそも活用する必要がない

図16：ＩＴの活用状況

×昨年３月以降の新しい取り組み

取り組みを行っている・行う予定 取り組みを行っていない・行う予定はない

①
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92.4%

11.6%
7.0%

11.0%

25.0%

91.6%

14.8%

6.4%

17.4%

30.4%

90.0%

54.0%

36.0%
28.0% 28.0%

業務効率化

標準化

販路拡大

顧客満足度向上

新商品・

新サービスの開発

人材の採用数・定着率向上

人材育成・技能継承

社内コミュニケーション促進

感染症対策

（非接触・非対面対応）

図18：ＩＴツールの活用状況
× 活用によって得られた効果

紙や口頭でのやりとりをＩＴに置き換えている

ＩＴを活用して社内業務を効率化している

ＩＴを差別化や競争力強化に積極的に活用している

20
３．ウィズコロナに向けた新たな取り組み

（３）ＩＴ活用による効果

 ＩＴツールの活用状況を問わず、約９割の企業がＩＴツールを活用することで「業務効率
化・標準化」の効果を得られている①。

 一方で、「ＩＴを差別化や競争力強化に活用している」企業ほど、「販路拡大、顧客満足度向
上」や「新商品・新サービスの開発」等の効果を得られている割合が高い②。

n=328

n=500

n=50

（※複数回答可）

※「その他」は省略

②

①

ＩＴ活用のレベル
（低） （高）
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21
３．ウィズコロナに向けた新たな取り組み

（４）ＩＴ活用にあたっての課題①

 ＩＴツールを活用するうえで72.8%の企業が何らかの課題を感じている①。
 具体的には、「ＩＴ導入の旗振り役が務まるような人材がいない」が最多②。

n=945（※複数回答可）
※「その他」は省略

n=1,298

課題がある

72.8%

現状では特に課題

はない

27.2%

図19：ＩＴツールを活用するうえ

での課題の有無

①

40.5% 37.0%
31.6% 28.4% 25.8% 25.5%

17.5%
12.4%
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Ｔ
導
入
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い
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入
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な
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テ
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働
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お

り
、
最
新
の
シ
ス
テ
ム
に
移
行
で
き

な
い

図20：ＩＴ活用にあたっての課題

②
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図21：ＩＴツールの活用状況× 活用するうえでの課題
活用したいが、できない

今後活用するつもりである

紙や口頭でのやりとりをＩＴに置き換えている

ＩＴを活用して社内業務を効率化している

ＩＴを差別化や競争力強化に積極的に活用している

n=498

n=140

n=257

n=49

n=322
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（４）ＩＴ活用にあたっての課題②

 ＩＴの活用度合いが低い企業ほど人材に関する課題を抱える割合が高い①。
 ＩＴを活用していない企業は、人材に関する課題以外に「コストが負担できない」や「導入の
効果が分からない、評価できない」と回答した割合が高い②。

 「サイバーセキュリティリスクがある」と回答した割合は「ＩＴを差別化や競争力強化に活用
している」企業が26.5％と最も高い③。

ＩＴ活用の度合い
（低） （高）

（※複数回答可） ※「その他」は省略

③

①

②
②
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（５）設備投資

 今年（2021年1月～12月）に設備投資を行った（行う予定）の企業は43.5%①と、コロナ感染拡
大以降最低の水準となった。一方で、来年（2022年1月～12月）行う予定の企業は45.9%②と、
設備投資意欲は持ち直しつつある。

 昨年３月以降に新たに開始した取り組みの有無で分けると、新たな取り組みを行った・行う予
定の企業では、50%以上の企業が来年設備投資を実施する予定③である。

③

30.4%

56.8%

設備投資を実施する予定

n=886

n=576

n=1,496

n=1,495

n=1,790

n=1,777

n=1,507

図22：設備投資（国内・予定含む）の実施状況

17.5%

4.2%

13.3%

6.8%

26.0%

19.4%

43.2%

69.6%

行った企業

何も行っていない企業

図23：昨年３月以降に新たに開

始した取り組みの有無×来年の

設備投資の実施予定

新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行う予定

新規設備投資を行う予定

既存設備の改修・定期更新を行う予定

設備投資は行わない予定

16.5%

14.2%

11.8%

12.8%

12.0%

13.8%

14.8%

13.4%

10.8%

10.7%

19.2%

16.9%

21.6%

19.8%

23.2%

50.6%

54.1%

53.2%

56.5%

54.1%

2019年1月～12月の状況

2020年1月～12月の状況

2021年1月～12月の予定

今年(2021年1月～12月）の

状況

来年(2022年1月～12月)の

予定

新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行った

新規設備投資を行った

既存設備の改修・定期更新を行った

設備投資は行わなかった

設備投資を実施した（する予定）

43.5%

45.9%

①

②

※「2019年1月～12月の状況」
は2019年度、「2020年1月～
12月の状況」「2021年1月～
12月の予定」は2020年度調査
結果

49.5%

46.8%

45.9%
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図24：大企業との取引において課題と感じるもの

24
４．その他

大企業との取引

 大企業と取引のある企業のうち、44.4％が何らかの問題・課題を抱えている①。
 問題・課題のうち最多となったのは、「新型コロナウイルスによる業況悪化のしわ寄せ」で

35.9%②。つづいて、「コスト転嫁等を理由とする値上げが認められない」「取引価格の値下
げ要請」など、価格交渉における課題③も多い。

 また、「手形・売掛金の支払いサイトが長い」や「手形の割引料・ファクタリングの際の費
用」など支払い条件に関する課題④も多い。

n=415（※複数回答可）
（「特にない」を除いて算出）

①大企業との取引がある：64.1%（n=1,494）⇒問題・課題を抱えている：44.4%（n=935）

② ③
④
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大企業との取引（企業の声）

 新型コロナウイルスによる業況悪化のしわ寄せ

 支払い条件に関する課題

 価格交渉における課題

• 材料や部品価格高騰による値上げを要請しても認めてもらえない（製造業）
• 新型コロナウイルス感染防止対策に要する費用を原価に反映しにくい（建設業）
• 根拠なく「一律２割減」等の見積もりを要求され、これまでの付き合いや今後の取引を考える

と断ることができない（製造業 他複数）

 その他

• 大企業よりも、間に入る中堅クラスの企業との取引において問題を抱えている（製造業）
• 取引先に指定される配送センターやＥＤＩの利用料負担が重い（卸売業）
• 「年末需要期協賛金」を要求される（卸売業）
• 環境対応をはじめ、ＣＳＲ、ＲＢＡ、ＥＳＧ、ＳＤＧｓなど、要求される事柄が年々増加し、

取引を続けるうえでのハードルが高くなってきている（製造業）

• 手形から振り込みへ突然変更されたものの、支払いサイトは変わらず185日であった（卸売業）
• 手形サイト120日に加え、検収にも時間がかかるため納品から現金化まで長期間を要している

（製造業）

• 予定していた工事に遅れや縮小が発生している（建設業 他複数）
• 取引先のテレワーク導入により事務処理方法が変更され、それに合わせるために当社の事務処理

負担も重くなった（製造業 他複数）
• ＯＥＭ開発し当社倉庫に入庫した商品が、取引先の希望により納品されないままとなっており、

保管料は当社が負担している。コロナ禍で引き取りを強く要請することもできない（卸売業）




